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宮城県における有害大気汚染物質調査 

 Study on Hazardous Air Pollutants in Miyagi Prefecture 
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平成 10 年度から平成 26 年度までの有害大気汚染物質モニタリング事業の測定結果について，濃度分布，経年変化及び地域特性等につ

いてまとめた。環境基準が設定されている物質については，いずれも環境基準を下回っており概ね横ばい又は減少傾向であったが，一部の

地点で特異的な濃度の上昇も見られた。指針値が設定されている物質については，いずれの物質も指針値を下回っていたが，調査地点によ

っては全国平均を上回る物質が見られた。指針値が設定されていない物質についても地点によっては米国環境保護庁の10 -5リスク換算値

を超える物質があった。また，測定項目間の相関関係は，沿道の影響が考えられる地点で自動車排出ガスに関連する物質間でやや強い相関

が見られた。 
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1 はじめに 

大気汚染防止法第 22 条の規定に基づく事務処理基準によ

り，地方公共団体は有害大気汚染物質による大気汚染状況の

把握に努めなければならないとされた。現在，優先取組物質

23 物質のうちベンゼン，トリクロロエチレン，テトラクロロ

エチレン，ジクロロメタンの 4 物質については環境基準が設

定され，アクリロニトリル，塩化ビニルモノマー，クロロホ

ルム，1,2-ジクロロエタン，1,3-ブタジエン，水銀，ニッケル，

ヒ素，マンガンの 9 物質については指針値が設定されている。 

本県では平成 9 年 10 月から県内 4 地点において有害大気

汚染物質のモニタリング調査を開始し，21 物質について測定

を実施している。測定開始後から平成 17 年度までの調査結

果について環境基準達成状況や各調査地点における自動車排

出ガスの影響等について報告したが１）2），今回さらに 26 年度

までの測定結果を基に年平均値による濃度分布，経年変化，

地域特性等について概要を報告する。 

 

2 方法 

2.1 調査地点及び調査期間 

調査地点の概要を表 1 に示した。県内 4 地点( 一般環境 2

地点，沿道 1 地点，発生源周辺 1 地点) のうち，一般環境の

調査地点は平成 19 年度から隔年で測定を実施している。平 

成 10 年 4 月から平成 27 年 3 月までを調査対象期間とした。 

 

 

 

 

 

 

 

2. 2 試料採取及び分析方法 

 環境省の「有害大気汚染物質測定方法マニュアル 3）」に従

い，下記のとおり実施した｡ 

1) 揮発性有機化合物 

揮発性有機化合物（以下，VOCs）は真空化した 6L キャニ

スター容器を用い大気試料を 24 時間採取，大気試料濃縮装

置（ジーエルサイエンス社製AERO Tower System）により

試料を導入し，GC／MS（日本電子社製 JMS-Q1050GC）

で分析を行った｡ 

2) アルデヒド類 

大気試料を 0.1 l/min の流速でDNPH 捕集管に 24 時間採

取，アセトニトリルで溶出し HPLC（アジレント 1260 シス

テム）により分析を行った。 

3) ベンゾ[a]ピレン 

大気試料をハイボリュームエアーサンプラにより石英繊

維ろ紙上に 700 l/min の流速で 24 時間採取，ろ紙にジクロ

ロメタンを加え超音波抽出した後トルエンに転溶し， GC／

MS（島津 QP2010 Ultra）により分析を行った。 

4) 金属類 

ベンゾ[a]ピレンと同様に大気試料を石英繊維ろ紙上に採

取，圧力容器を用いて酸分解後，ICP－MS（アジレント 

7700）により分析を行った。 

5) 酸化エチレン 

大気試料を 0.7 l/min の流速で捕集管（ORBO 78）に 24

時間採取，トルエン／アセトニトリル抽出した後，GC／MS

（島津 QP2010 Ultra） により分析を行った。 

6) 水銀 

大気試料を0.5 l/minの流速で金アマルガム捕集管に24時

間採取，加熱気化冷原子吸光法（日本インスツルメンツ社，

WA-4）により分析を行った。 

調査地点 地点分類 備　　　　考
大河原町 一般環境 仙南保健福祉事務所屋上
名取市 道路沿道 名取自動車排出ガス測定局
塩竃市 発生源周辺 塩釜一般環境大気測定局
大崎市 一般環境 古川Ⅱ一般環境大気測定局

表１ 調査地点の概要 
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3 結果と考察 

 調査結果（年平均値）の概要を表 2 に示した。年平均値は

原則として12回の測定結果を算術平均して算出した。なお，

平均値の算出にあたり検出下限値未満の場合は検出下限値の

1/2 値を用い，検出下限値以上で定量下限値未満の場合は測

定値を用いた。 

3.1 年平均値の濃度推移 

県内4地点における各物質濃度の年平均値と全国の年平均

値 5 ) の推移を図 1-1～図 1-16 に示した。ベリリウムについて

はすべてのデータが検出下限値以下であることから，対象か

らはずし解析を行った。 

1)  VOCs 

トリクロロエチレン，テトラクロロエチレンについては環

境基準（200μg/m3 ）を大きく下回っており全国平均と比較

しても低めに推移している(図 1-1，図 1-2 )。トリクロロエ

チレンは大河原で他の地点より濃度が高めに推移しているが，

テトラクロロエチレンと共に近年の濃度は横ばい傾向であっ 

た。ベンゼンは，平成 10 年度と 11 年度に沿道の名取におい 

 

 
て環境基準（3μg/m3 ）を上回ったが，その後は全国平均と

同様に各地点とも年々減少傾向が見られた（図 1-3）。 

ジクロロメタンについては，トリクロロエチレン，テト

ラクロロエチレンと同様に環境基準（150μg/m3）を大きく下

回っているが，名取と塩釜で特異的な推移が見られ（図 1-4），

近傍に発生源があることなどの要因が推察された。 

以下指針値が設定されている物質については，アクリロニ

トリルが指針値（2μg/m3 ）を大きく下回っており，全体的

には濃度は減少傾向であるが，塩釜・名取で特異的な推移を

しており全国平均を上回る年度が見られた（図 1-5）。塩化ビ

ニルモノマーは指針値(10μg/m3 )を大きく下回っており，同

様に減少傾向が見られた。 

クロロホルムは指針値(18μg/m3 )を下回っているが，一部

地点で米国環境保護庁（以下，EPA ）が設定したユニットリ

スクに基づく 10 -5リスク換算値 0.4μg/m3を超えている年度

が見られた（図 1-6）。1,2-ジクロロエタンについては，平成

17 年度までは減少傾向が見られたが，以降は全国平均と同様

に近年わずかに濃度の上昇が見られる。 

1,3-ブタジエンについては，指針値（2.5μg/m3 ）を下回っ

ていたが，沿道の名取でEPA の 10 -5 リスク換算値 
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0.3μg/m3を超えている年度が多く，全国平均と比較しても高

めに推移していた（ 図 1-8 ）。 

塩化メチル，トルエンは平成24年度から測定を開始した。 

塩化メチルは全国平均より低い濃度で，地点間の濃度に差

は見られなかった。トルエンは名取・塩釜で濃度が全国平均

を大きく超えた年度もあり，変動幅も大きくなっていた。 

（図 1-7）。これについては 24・25 年度に実施された近傍庁

舎の補修・塗装工事等の影響が出ている可能性もあるが，他

の発生源等追跡の必要もあるものと考えられた 

2) アルデヒド類 

アセトアルデヒドについてはほぼ横ばい傾向であり，全て

の地点で全国平均と同程度か低めに推移している( 図 1-9 )。 

ホルムアルデヒドは，1,3-ブタジエンと同様にディーゼル車

等からの排出ガスの影響が考えられる沿道の名取で他の地点

より高めに推移し，全国平均も上回っていた(図 1-10)。 

また，全地点でEPA の 10 -5 リスク換算値 0.8μg/m3を超え

ていた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3) ベンゾ[a]ピレン 

 ベンゾ[a]ピレンは平成10年代は沿道の名取で全国平均を

上回る年度が多く自動車排出ガスの影響が考えられた。 

近年の濃度は全国平均に近づいてきて全体的には減少傾向

であるが，地点毎に特異的な推移をしており(図 1-11) ，独

自の発生源の存在が推察された。 

4) 金属類 

ニッケル，ヒ素，ベリリウム，マンガン，クロムの５物質

は平成 15 年度から測定を実施している。 

ニッケルについては，指針値( 25 ng/m3 ）を下回ってはい

るものの大崎において 15 年度，16 年度に全国平均より濃度

が高くなっていたが 2 )，以降は減少している(図 1-12 ) 。 

ヒ素も，大崎で全国平均より濃度が高い年度もあったが 17

年度以降は全地点で全国平均を下回っており（図 1-13），EPA

の 10 -5 リスク換算値 2 ng/m3以下であった。 

マンガンは，沿道の名取が他の３地点と比較し高めに推移

していた(図 1-14) 。 
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クロムはいずれの地点においても全国平均以下であっ

たが，EPA の 10 -5 リスク換算値 0.8 ng/m3よりは高めに

推移していた( 図 1-15 )。 
水銀は，全ての地点で指針値( 40 ng/m3 )及び全国平均

以下であった。 
5) 酸化エチレン 
酸化エチレンは，測定開始当初はいずれの地点において

も全国平均よりも高めであったがその後減少し，全国平均

と同程度の濃度で推移している。(図 1-16)。 
3.2 測定項目間の相関行列 

調査地点ごとの特性を把握するため，各測定項目間の相

関行列を表 3-1～表 3-4 に示した。データは名取・塩釜は

24～26 年度の 3 ヶ年を使用した。 一般環境は隔年測定で

あることから大河原は 23・25 年度，大崎は 24・26 年度

について実施したため平成 24 年度から測定を開始した塩 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
化メチル・トルエンは大河原の対象から除外した。 

大河原・大崎ではベンゼン，1,3-ブタジエン及びベンゾ

[a] ピレンの間でやや強い相関があり自動車排出ガスの

影響が大きいと考えられた。名取自排局でも相関は見られ

るが前記 2 局ほど強い相関はなく，自動車排出ガス以外の

発生源の影響を受けているものと考えられた。 
塩化メチルは各地点とも複数の物質でやや強い相関が

見られたが，項目に共通点が見受けられないことから地点

毎に異なる発生要因が考えられた。トルエンは，塩化メチ

ルと比較すると他物質の間に何らかの相関は見られなか

った。今後のデータの蓄積が必要かと考えられる。 
アルデヒド類については，前回の調査で見られたような

強い相関は見られなかった。また，金属類については，名

取と塩釜で金属間の弱い相関が見られたが，大崎において

は相関関係がないことから他の３地点とは異なる発生要 
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因が考えられた。 

3.3 主成分分析 

調査地点ごとの特性を把握するため主成分分析を行い，各地

点における固有値・寄与率を表 4 に，第 2 主成分までの負荷

量を表 5，負荷量の分布を図 2-1～図 2-4 に示した。表 4 をみ

ると第1主成分の寄与率は17.1%(名取)～25.2%(大河原) の

範囲であり，累積寄与率は各地点とも第 5 主成分までに 70%

前後に達していた。前回の調査を比較すると第 1・2 主成分

での寄与率が低下していることから，各主成分が積み重なっ

て複雑な影響を与えており，測定地点の状況の変化，季節的

変動，物質の用途等多くの要因が係わっていると考えられた。 

表5をみると第1主成分の負荷量はほとんどの物質が正の符

号であり，大河原・名取・大崎では金属類・アルデヒド類の

負荷量が高かったが塩釜では同じ傾向は見られなかった。 

第 2 主成分では大河原のベンゼン，1,3-ブタジエン，ベンゾ

[a]ピレンの負荷量が高く，自動車排出ガスに関連する物質の

特性をある程度反映しているが，名取ではベンゼンの負荷量

は高いものの他物質の負荷量は高くならず，自動車排ガス以

外にも多くの要因が影響してきているものと考えられた。 

また， 図 2-1～図 2-4 の各地点毎の第 1・2 主成分の分布図 

ではテトラクロロエチレンとベンゼン，1,3-ブタジエン，ベ

ンゾ[a]ピレン，アルデヒド，トルエン等の沿道に関連する物

質を枠線で囲んでいるが，これらの物質の散布状況ではテト

ラクロロエチレン，ベンゼン，1,3-ブタジエンは名取・大河

原では第 2 主成分の正の負荷量が高いが塩釜・大崎では第 1・

2 主成分とも負の負荷量が高くなっている。 

また，アセトアルデヒド及び負荷量全体の分布も名取・大

河原と塩釜・大崎で類似した傾向であることから，地点間の

類似性をある程度は示しているものと推察されるが，大河原，

大崎が隔年測定となっているので，トルエン等はより連続し

たデータの蓄積が必要かと考えられた。 

 

4 まとめ 

宮城県内における平成10年度から26年度までの有害大気

汚染物質モニタリング事業の測定結果をまとめ，濃度分布，

経年変化，地域特性等について概要を把握した。 

(1) 環境基準が設定されている 4 物質については，調査開始

当初はベンゼンが環境基準を超える年度もあったが，減少

傾向が続いている。近年クロロホルムで若干濃度の上昇が

見られたものの環境基準を下回っており，濃度は横ばいで

あった。 
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 しかし，クロムのようにすべての地点で EPA の 10 -5

リスク換算値を超える物質も見られた。 

(6) 測定項目間の相関関係は，自動車排出ガスの影響が考え

られる物質間についてやや強い相関が見られた。 

(7) 各地点毎に測定項目について主成分分析を行った結果，

第 1 主成分の負荷量は大河原・名取・大崎では金属類・ア

ルデヒドの負荷量が高かった。 

  第 2 主成分では大河原ではベンゼン，1,3-ブタジエン，

ベンゾ[a]ピレンの負荷量が高く，自動車排出ガスに関連

する物質の特性がある程度反映されているが，名取ではベ

ンンゼンの負荷量は高いものの，他物質については多くの

要因が影響してきているものと考えられた。 

 

(2) 指針値が設定されている VOCs については，いずれの物

質も指針値を下回っていたが，大崎のアクリロニトリル，

名取の 1,3-ブタジエンで全国平均を上回る年度が見られ

た。 

(3) アルデヒド類は沿道の名取で全国平均を上回る年度が多

く自動車排出ガスの影響が考えられた。 

 ベンゾ[a]ピレンは平成 10 年代はアルデヒドと同じく

名取で全国平均を上回る年度が多かったが，近年は特異的

な変動を示しているものの濃度は全国平均に近づいてき

ている。 

(4) トルエンは平成 24 年度の測定以来名取・塩釜で濃度が全

国平均を大きく超えた年度もあり，変動幅も大きくなって

いた。これについては 24・25 年度に近傍庁舎の工事等の

影響も出ている可能性もあるが，今後発生源等追跡等の必

要もあるものと考えられた。 

(5) 金属類については，大崎のニッケルで平均を上回る年度

が見られたが，ほとんどは全国平均以下であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また，測定地点毎の各主成分負荷量の散布図では名取・ 

大河原間及び塩釜・大崎間で類似した傾向が見られた。 
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